
第２回部会の御意見を
踏まえた追加資料

○ 子育て支援

○ 住宅セーフティネットへの対応

○ 高齢化社会への対応

資料 ２
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【実績がない理由】（担当：子ども・青少年総合対策室）
・市町村負担の効果が見極めがたいことや、担当課（子育て支援か住宅・移住促進か）が定まら

ないことが、実施市町村が少ない理由と思われる。 → 今夏、両担当課にＰＲ実施
・南山城村においては、相談はあったが所得要件が合致しなかった例がある。所得要件が厳しい

のではないか。 → Ｒ３国が要件緩和・補助上限額増額を検討。実施意向を示す市町村あり

3１ 新婚世帯スタートアップ支援事業について

８．住宅確保に係る経費を総合的に支援（２）

「結婚・子育て応援住宅総合支援事業」

②新婚世帯スタートアップ支援事業

（ ）内の額は、府外からの移住者の場合

【実施市町村】 南山城村

【実績】 2017（H29） 2018（H30） 2019（R1）

件数 ０ ０ ０

対象
世帯①：夫婦ともに34歳以下かつ世帯所得340万円未満
世帯②：夫婦の双方又は一方が40歳未満かつ世帯所得500万円未満（①以外）

補助対象経費
・補助限度額

婚姻に伴う住宅購入に要する費用
①：30万円（60万円）
②：18万円（36万円）

婚姻に伴う住宅賃借に係る賃料、共益費、仲介手数料

婚姻に伴う引っ越し費用

Ｒ３拡充案：34 → 39歳以下、340 → 400万円未満

Ｒ３拡充案：30 → 60万円

２ 第１階層における支払費目別支払額（全国）
●委員御意見：第１階層（年間収入357万円未満）世帯における住居費支出割合が

2014年から2019年にかけて減少している理由は何か。

支払費目別に2014年と2019年を比較すると、住居費の減少に対し、他の費目の多くが
増加しており、特に預貯金や非消費支出（税・社会保険料等）の増加が大きい。

資料：家計調査（総務省）より作成

繰越金 53,552 51,102 43,147 45,712 

保険料 10,039 7,526 6,830 6,691 

預貯金 180,800 171,728 183,574 
212,817 

非消費支出 28,005
28,883 30,555 

35,067 その他消費支出 31,844
26,613 25,228 

26,175 教養娯楽 19,018
15,840 15,205 

15,572 交通・通信 24,021
24,722 23,326 

25,191 
光熱・水道 11,399

11,673 13,189 

12,457 食料 42,407

39,994 41,219 

43,439 
住居 ※ 28,982

28,292 30,552 

23,570 
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その他実支出以外

繰越金

円

（注）「住居」は、「家賃地代」と「土地家屋借金返済」の合計
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３ 活用可能な民間賃貸住宅ストックの推計（京都府）
●委員御意見：耐震性や立地条件、空き状況など実態として利用可能な賃貸住宅ストックを把握し、

安定的に供給される条件整備が必要

立地・規模・耐震性を考慮した活用可能な賃貸用空き家の戸数は、約5,600戸（推計）

(1) 賃貸用空き家の総数 76,700戸

立 地 (2) 賃貸用空き家のうち、最寄駅までの距離が1km未満の住宅の割合 61.3%

耐震性 (3) 民営借家のうち、昭和56年以降に建設された住宅の割合 74.6%

規 模 (4) 30㎡以上の民間借家のうち、比較的容易に入居できる家賃水準の
住宅の割合

15.9%

(1)×(2)×(3)×(4) ≒ 5,600戸
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資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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４ 高齢者世帯の住宅・住環境に対する不満（京都府）
●委員御意見：どのような住宅で高齢者世帯の不満率が高いのかを把握すれば支援対象が明確になる。

26.4%
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一戸建（N=201）

長屋建（ﾃﾗｽﾊｳｽを含む）（N=13）

共同住宅（N=58）

木造（防火木造を除く）（N=123）

防火木造（N=79）

RC・SRC造（N=65）

S造（N=5）

持ち家（N=211）

民営借家（N=19）

公営借家（N=10）

UR・公社住宅（N=5）

（注１）高齢夫婦世帯（夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみの世帯）及び高齢単身世帯（65歳以上の単身世帯）の合計
（注２）全国集計は公表値なし

※住宅・居住環境に対する総合的な満足度で、「多少不満」又は「非常に不満」と回答した割合

建
て
方

構
造

所
有
関
係

建て方別では「一戸建」、構造別では「木造」、所有関係では「持ち家」「民営借家」
において高齢者世帯の不満が高い。

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）
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５ 大山崎町における建築年次別持ち家・人口移動
●委員御意見：「高齢者等のための設備のある住宅」割合が大山崎町で低い理由は何か。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

・大山崎町は京都市・乙訓地域のうち持ち家の建築年次が相対的に古いものが多く1980(S55)
年以前のものが４割存在

・また、2013(H25)年以降、一貫して年少～生産年齢人口が流入、老年人口が流出しており、
これらの理由により「高齢者等のための設備のある住宅」の割合が低下している可能性が考
えられる。
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資料：住民基本台帳人口移動報告（総務省）
地域経済分析システム（ＲＥＳＡ）（内閣官房）により作成
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年齢階級別 「転入人口」－「転出人口」数（大山崎町）
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１９．介護予防安心住まい推進事業

年度 件数 府補助額（千円）

2016（H28） ６６ ６，３６２

2017（H29） ６３ ５，９４２

2018（H30） ４４ ４，０６３

2019（R1） ４２ ４，３３４

要介護状態等となるおそれが高い高齢者の「生活機能の維持向上」や
「転倒防止」を目的とした住宅改修費用に市町村が補助
（府は市町村に補助）

○ 制度概要

① ６５歳以上で、要介護状態等になるおそれが高い状態にあると
市町村長が認めた高齢者

② 市町村民税非課税世帯

○ 対象者

手摺りの設置、 段差解消、 滑りにくい床材への変更、
引き戸等への扉の取替、 洋式便器への取替

○ 対象工事

対象工事の２／３ 限度額１６万円○ 補助率・上限額

○ 実績

６ 介護予防安心住まい推進事業について
【利用件数減少の理由】（担当：高齢者支援課）
・明確な理由は分からないが、介護保険の要介護・要支援認定を受ければ、この事業でなく介護

保険を利用できるので、その利用との入り繰りがあるものと考えられる。
・今年度は6,800千円程度の実績見込みであり、一転して増える見通し。コロナにより自宅での

ケアを充実させる傾向があるのではないか。
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